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               論   文   の   要   旨 
 
 本論文は、中国の深刻な水汚染問題に対するガバナンスを、地域研究的手法と地理学・地誌学、フィ
ールドワークの参与観察などから検討したものである。特に、先行研究で明らかになってこなかった中
国の地方の政府や各種民間団体の役割が主な焦点となっている。そして、これらのステークホルダーが、
水汚染解決のためのガバナンスに関与してきた様相と沿革を明らかにしたものである。 
 第1章では、環境ガバナンス論が近年拡散していることを踏まえ、先行研究から独自の理論的視点を提
供した。具体的には、トップダウンやボトムアップといった一方向的な流れではなく、地方と中央政府、
メディア、民間団体や研究者などが複雑に関係し合う、複合ガバナンス論を提唱している。これによっ
て、これまで見えてこなかった地方と中央の間に存在するステークホールダーの役割を分析することが
できるようになった。第2章では、ガバナンス論の周辺で、地域研究の事例を分析するための枠組みと関
係主体を明らかにした。 
 第3章では、太湖流域における水汚染危機に際し、地方政府の様々な対応を時系列で明らかにしたとと
もに、中央の環境政策とのやりとりを記録的に詳述した。特に、中央の水汚染への政策方針に対して太
湖流域の県や省、市の政府が独自の政策を展開し、その一部が中央の政策に導入される事例などが紹介
されている。こうした事例を詳しく見ることで、地方でのガバナンスの様相が複合的であることが明ら
かになった。 
 第4章では、太湖流域で実験的に導入されたコミュニティ参加事業「円卓会議」に焦点を当てている。
この事業は、アメリカと著者の所属するアジア経済研究所が合同で行ったものであり、著者が長年関わ
ってきた。この事業に関する参与観察から、著者は、国内外の大学研究者と地元の政府、企業などがど
のように関わってきたのか、詳細な観察ノートを元に中国独自の参加型ガバナンスの様相を浮き彫りに
した。長年の参与観察から、分かったことは、何度かこの円卓会議を繰り返す中で、参加するステーク
ホールダーが変化し、流動的な形態を示していたことである。また、中国では市民が施政者と合同で政
策を論じることはなく、市民の間での意識調査に、中国独自のものを見ることができる。 
 第5章は、太湖と並んで深刻な水汚染問題を抱える淮河流域に焦点を当てた。特に、「ガンの村」とし
て有名になった地域を訪れ、調査資料や政府が出すウェブサイトでは公開されていない資料を集め、そ
の地域の汚染被害の拡大の背景や政策問題を明らかにした。ここでは、テレビなどのメディアの報道や
大学研究者による調査結果などが与えた政策への影響なども明らかにした。 
 第6章では、淮河流域の汚染対策が発端となって起こった民間NGOの活動に焦点を置いている。これは、
「ガンの村」にすむ人々の写真を通し、水汚染状況の深刻さを訴えた活動である。これが中央政府や傘
下のメディアなどを巻き込み、全国的に影響を与えるようになった。また、中央政府の政策にも影響を
与える結果となった。こうした過程を日本で初めて明らかにした。それとともに、中央や地方政府の政
策が、こうしたボトムアップの動きをどう牽制しながら発展したのか詳述した。第7章では、俯瞰的な視
点から事例研究を捉え、中国の今後の重層的なガバナンスの行方について考察した。 
 総じて、本論文は、次の点で特に重要かつ独自の貢献が見られる。（1）太湖と淮河流域における地方
政府や民間団体、研究者、政府メディアが複雑に関連しあって水ガバナンスが運営されている現状を、
複合ガバナンス論として分析する新たな視点を提供することができた。（2）日本では、これまで全く伝
わってこなかった太湖流域における省や県、市、民間団体の間での水汚染に対する対応を明らかにした
ことで、日本の中国研究に新たな学術的貢献をした。（3）同じく先行研究にはない淮河流域の水汚染問
題について、民間の意思で始まったNGOの努力をインタビューや文献資料などから明らかにした。これ
も同様に事例研究から、中国の環境問題に関する分野で新たな学術的貢献をした。（4）通常2・3年のフ
ィールド調査結果をもとにした論文成果に対し、筆者は、長年定期的にフィールドを訪れ、その成果を
この論文にまとめることで、より深いレベルでの中国の地方の環境対策に関する情報を提供した。さら
に、文献やインタビュー結果の分析においても、学術的独自性と正確性が確保されており、大塚氏以外
にはなし得ない成果を出すことができたと判断できた。 
 
               審   査   の   要   旨 
 審査では、次の点で独自の貢献度が確認された。（１）複合ガバナンス論を地域研究の分野に適用し、
中国の地方における事例を分析する独自の枠組みを明らかにできた。（２）事例研究が大塚氏独自の資
料収集と現地調査から構成されており、これまでに公開されてこなかった新たな成果を公表することが
できた。（３）中国の環境問題に関する研究において、社会科学的な手法で地域の事例を紹介すること
で、新たな情報提供をすることができた。 
 平成30年1月19日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもとに、論文審査及び最終試験
を行い、本論文について著者に説明を求め、関連事項について質疑応答を行った。その結果、審査委員
全員によって合格と判定された。 
 よって、著者は、博士（環境学）の学位を受けるのに十分な資格を有する者として認める。 
